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この序章では、従来ウラン燃料を使用してきた熱中性子炉でプルトニウムと
ウランの混合酸化物（MOX）燃料を利用する「プルトニウムのエネルギー
利用」に関する初の包括的国際研究である本書で得られた知見を概括してい
る。使用済核燃料を再処理することによって得られる人工元素プルトニウム
は、発がん性がある、核兵器に使える、精製し燃料に加工するのが非常に高
価である、という3つの理由から論争の的になっている。本研究チームは、
これまでにMOX燃料の商業的製造または利用を行なった7カ国すべて（ベ
ルギー、フランス、ドイツ、日本、オランダ、スイス、英国）を調査した。
その結果、これら7カ国のうち5カ国がすでに商業的MOX利用を段階的に廃
止することを決めており、この産業が急速に衰退していることが分かった。
この後退の原因は、この燃料の草創期の性能問題ではなく（それはすでに克
服済みである）、プルトニウムに内在する危険性にある。プルトニウムに毒
性があるために、MOX燃料製造事業者は国民の反対に直面し、特別な安全
対策を取ったが、それがコストを押し上げ、生産の足枷になったのだった。
世界の熱中性子炉用MOX燃料の商業製造施設6カ所中5カ所が、業績不振の
末に早期閉鎖されている。熱中性子炉用MOX燃料を商業利用した6カ国で
は、MOX燃料価格が従来のウラン燃料の3～9倍にのぼっている。環境や核
拡散への懸念からプルトニウム燃料が政治論争の的となった国は4カ国ある
（ドイツ、日本、ベルギー、スイス）。これらの国では、その時点で原子力
の継続を認めつつも、MOX事業を一部または全面的に中断している。1回
の輸送で運ばれる未使用のMOX燃料には核兵器数十発分のプルトニウムが
含まれているため、安全保障も大きな懸念要素だが、原子炉運転事業者はい
まだ物理的防護の抜本的に強化しておらず、輸送はテロ攻撃に対して脆弱で
ある。プルトニウム燃料は、元来原子力産業に不可欠なものと見られていた
が、皮肉にも逆に原子力の経済性や安全性、人気を損なう一因となってきた。
本章では結論として、原子力利用のためのプルトニウム・リサイクルを推進
している国、あるいはそれを考えている国に向けた教訓を提示している。



ふつうリサイクルは、ゴミを資源に変え、原料と廃棄物処分の必
要を同時に減らす良いものとされる。だが、使用済みの核燃料か
ら新たな燃料をつくり、原子力エネルギーを生み出すプルトニウ
ム・リサイクルは論争の的になってきた。その主な理由は、プル
トニウムに発がん性がある、核兵器の材料になる、そして（大部
分前の つの性質のために）精製や燃料加工が非常に高価になる、
という つの大きな欠点があるためだ。こうした問題にもかかわ
らず、これまで カ国（ベルギー、フランス、ドイツ、日本、オ
ランダ、スイス、英国）が、プルトニウムを従来の熱中性子原子
力発電所（核分裂を起こすのに「高速中性子」ではなく「熱中性
子」を用いる訳注1）の燃料として商業ベースでリサイクルする道
を推進してきた。それは、従来のウラン（ ）の代わりに、プ
ルトニウムとウランを混ぜた混合酸化物（ ）燃料を加工・利
用するものだ。この他、中国、インド、ロシア、韓国、米国など、
熱中性子炉や高速中性子炉を用いてプルトニウムのエネルギー利
用を行なう国内施設の建設を検討している国もある。こうした決
定は、国際安全保障、公衆衛生、原子力の資金的実現可能性など
への潜在的影響が極めて大きいことから、世界でこれまでに行な
われた熱中性子炉用 燃料の歴史的経験の包括的な分析を行な
った上でなされるべきである。だが、残念ながらこれまでのとこ
ろ、そのような調査研究は存在しなかった 。
本書は、熱中性子炉によるエネルギー生産を目的としてプルト

ニウムの商業的リサイクルを推進している カ国（図 ）すべてを、
その個別事例研究にもとづいて調査した初めての研究である。こ
れらの国のなかで、ベルギー、フランス、ドイツの カ国は、こ
うした 燃料の商業的製造・利用の両方を行なっている。日本、
オランダ、スイスの カ国は、商業的利用はしているが、製造は
していない。 カ国（英国）は、商業的製造はしているが、利用
はしていない。
本研究の主要な知見は、熱中性子炉用 燃料産業が急速に衰

訳注1 熱中性子炉としては、軽水炉のほか重水炉、黒鉛炉がある。日本では重
水炉として「ふげん」（16.5万kWe、重水減速軽水冷却圧力管型沸騰水
炉、MOX燃料使用：2003年廃止）、黒鉛炉として東海発電所（16.6万
kWe、黒鉛減速炭酸ガス冷却炉、天然ウラン燃料、1998年廃止）があ
る。現在、世界でMOX燃料の商業利用が行なわれているのは軽水炉のみ
である。 

退しているということである。 年現在、 カ国中 カ国が商
業 事業をすでに終了しているか、または段階的に廃止するこ
とを決めている（表 ）。ベルギーは 年に の製造と利用
の両方を中止した。スイスは 年に 利用を終了した。英
国は 年に の商業的製造を終了した。ドイツは 年に

生産を中止しており、 年を最後に 燃料集合体の装
荷を行なっていないため、利用は 年に終了する。オランダは

年に最後の 燃料集合体の装荷を行ない、 年後にこれを
取り出す予定である。このオランダを除けば、いずれの国も原子
力発電の段階的廃止決定以前に商業的 事業を縮小している。
この流れから外れているのは、商業的熱中性子炉用の を継続
する計画を維持している カ国（フランスと日本）だけであり、
その計画も財政面と政治面での難題に直面している。
この総体的な衰退の原因と国ごとの結末の違いを評価するため

に、本書は国ごとの熱中性子炉用 の経験を経済、安全保障、
安全環境、業績、国民の受容という つの側面から検証している。
これらの問いに関する情報のなかには、すでに公表された文献で

 



得られているものもあったが、一般に情報が古く不完全であった。
多くの場合、重要なデータは本研究の研究者が政府機関や電気事
業者、業界、非政府組織（ ）の現役や引退後の関係者からの
聞き取り調査によって初めて得られたものである。本書の各章は、
草稿執筆後、他の専門家に意見を依頼し、修正を加えた後に出版
した。

表表
熱中性子炉用商業 の衰退

国名 MOX 
燃料製造 

MOX 
利用 

必要性の見込み違い
エネルギーのためにプルトニウムをリサイクルするという考えが

年代に根付いたのは、 つの見込み違いに基づいていた。そ
のひとつは燃料用ウランの埋蔵量は希少であるという見込み、も
うひとつは原子力の需要は級数的に増大するという見込みである。
そこで考えられた解決策は、「核分裂性」でないため熱中性子炉
の燃料にならないウラン同位体（ ）を、エネルギーを生み
出すプルトニウム同位体（ ）に転換することで、ウランが
生み出せるエネルギーを増やそうというものだった。ウランの
パーセントは核分裂しないので、この転換をすれば世界のウラン
供給から得られるエネルギーを大幅に増やせるはずだ。従来のウ
ランが原子炉のなかで放射線に照射されると、少量の がプ
ルトニウムに転換するので、これを再処理工場で分離抽出すれば
新たな燃料が作れる。
充分な量の を転換するためには、熱（低エネルギー）中

性子に依存した従来の軽水炉（ ）よりも高速（高エネルギー）
の中性子をもつ高速増殖炉（ ）を開発する必要がある。

記号
終了
段階的廃止
継続中 

年代、原子力事業者は使用済みのウラン燃料の商業再処理を開始
し、高速増殖炉用の燃料を製造した。だが、高速増殖炉の商業化
が遅れたため、抽出したプルトニウムを軽水炉用燃料に一部混ぜ
てリサイクルする 燃料を始めた。しかし、余ったプルトニウ
ムは大量の在庫となって蓄積した 。
今世紀までに世界の高速増殖炉開発計画のほとんどは失敗して

いる。原子力事業者は、使用済燃料を再処理しても、プルトニウ
ムを商業的にリサイクルする道は軽水炉用 燃料以外にないこ
とに気づいた。原子力をもつ国のほとんどで、事業者はプルトニ
ウム・リサイクルを推進しない選択を行なった。さらに、 年
代に世界のウラン資源がそれまでの予測よりもはるかに多く存在
し、原子力への需要がはるかに小さいことが明らかになると、こ
うした事業者は使用済燃料を廃棄物として処分することを選択し
た。また、米国は 年以降、プルトニウムの分離が核拡散や核
テロのリスクを増大させるとの懸念から、世界的に使用済燃料の
再処理に反対するようになった 。本書で検討する カ国は、こう
した背景にもかかわらず熱中性子炉用 燃料の商業化を始めた
国である。
その後に熱中性子炉用 が衰退した主な理由は、燃料の性能

に問題があったからではなかった。初期段階で、 を熱中性子
炉で用いる際のいくつもの技術的困難に直面したのは事実である。

燃料加工では、各酸化物を混合するさいの均一性確保がうま
く行かず、燃料ペレットの中にプルトニウムの塊ができ、照射中
にホットスポットや気体状核分裂生成物の放出量増加、被覆管破
損、冷却材と減速材の両方の機能をもつ炉水の放射能汚染が生じ
た。さらに、プルトニウムは、ウランよりも熱中性子を吸収する
傾向が強いと同時に、熱中性子によって核分裂を起こす傾向も強
い。このため、中性子スペクトルがより硬くなり、過剰な核分裂
を制御するために使われる「毒」の効果が低下し、原子炉設備が
より多くの破壊的高速中性子に曝されることになった。これにと
もない、隣接する 燃料集合体と低濃縮ウラン燃料訳注2集合体
との間に中性子束の勾配が生じる問題が発生し、炉心管理が複雑
になるとともに、ひとつの炉心にプルトニウム比率の異なるいく
つもの 燃料を用いる必要が生じた。また、 燃料は従来
のウラン燃料よりも燃焼度が低く、ひとつの炉心で つの燃料交



換サイクルを別々に行なう必要が生じた。さらに、プルトニウム
の核分裂で発生する遅発中性子の数がウランに比べて少ないとい
う別の問題が生じ、原子炉制御機構の変更が必要になった。しか
し、最終的には、これらの基本的な技術上の問題は克服され、今
日 燃料はウラン燃料にかなり近い性能をもつに至っている。
だが、こうした技術的成功にもかかわらず、熱中性子炉用 産
業はプルトニウムがもつ つのリスク（がん、核兵器、コスト）
によって急速に衰退し、 燃料は製造と利用の両面で行き詰ま
りを見せるようになった。

熱熱中性子炉用 燃料の製造
これまでに稼働した熱中性子炉用 燃料の商業加工施設 か所
のうち カ所が早期に閉鎖されており、そのほとんどは稼働中も
期待された業績を上げていない。 番目の施設は建設後にキャン
セルされている。こうした業績不振の主な根本原因は、プルトニ
ウムがウランよりもはるかに危険であり、そのことが高コストと
国民の反対につながったことにある。プルトニウム同位体のほと
んどはかなり長寿命で、高レベルのアルファ線を放出する。ひと
つのプルトニウム同位体は比較的早く崩壊するが、崩壊後にでき
るアメリシウム も強力なアルファ線放射体である。こうした
アルファ線は、皮膚など多くの物質によって遮断できるため、体
外にあるときはさして問題にならない。だが、プルトニウム同位
体やアメリシウム同位体が吸入されて肺に定着した場合には、突
然変異を引き起こすアルファ粒子を周辺組織に絶え間なく照射し
続けるため、最終的にがんを引き起こすことが医学的に確認され
ている。
 この危険があるのは、とくにプルトニウムが酸化物という吸入
しやすい形をとる 燃料製造過程である。また、プルトニウム
を金属の形で処理する核燃料サイクル施設では、発火によりエア
ロゾルになったプルトニウムを吸入する危険がある。作業員や周
辺住民の健康リスクを減らすために、 プラントでは空気清浄
機やグローブボックス、オートメ化などの高額機材や、漏れた放
射能を洗浄するための長期停止など費用のかかる手順を導入して
いる。最初にプルトニウムを得るための高額の費用を別としても、

訳注2 以下では日本の慣例に従い「ウラン燃料」と略記する。 

こうした経費は 燃料の製造コストを大幅に押し上げる（ウラ
ン燃料の 倍以上）。こうした加工コストの削減のために経費を
切り詰めようとすると、今度はそれが事故や品質不良、不祥事、
国民の反対運動の増加を招き、かえって生産量の低下と製造単価
の上昇をもたらすことになった。
 最大の失敗は英国核燃料会社（ ）のセラフィールド
工場（ ）だ。この工場は年間 重金属トン（ 年）の
生産量を計画していたが、 ～ 年の全稼働期間における実
績はわずか 、年平均 あまり（当初見込みの約 ％）
にとどまった（第 章参照）。この深刻な失敗の主な原因として
は、労働者の被ばくを減らすためのオートメ化に未実証の技術を
採用したことと、労働者防護対策のコストを削減しようと施設の
建築面積を無理に切り詰めたことの つが挙げられる。その結果、
設備の故障、高価な修理、長期の生産停止が相次いだ。 の問
題の原因は実験的な技術と粗悪な設計にあったと言えるが、これ
らが採用された背景にはプルトニウムが健康にもたらす脅威への
懸念と、それを緩和するためのコストがあった。
 これよりもはるかに規模の小さい の先行商業工場だった

実証施設（ ）も、 ほどではないとはいえ、やはり
失敗に終わっている。この工場の生産能力は 年で、
～ 年の稼働期間中に計 、年平均 以上（生産能
力の約 ％）を生産した。だが、職員が品質管理データを繰り返
し改竄していたことが明らかになり、工場は早期に閉鎖された。
この国際的不祥事により、工場は罰金 億ドルを科され、未照射
の 集合体が日本から返品されることになった。 がなぜ
繰り返し品質管理を怠ったのかは不明だが、ひとつの可能性とし
て、 でもそうだったように、高いプルトニウムの健康リスク
対策費の穴埋めをしようとしたことが考えられる。
 ドイツのアルケム・ハナウ工場は、業績低迷を続けた末に放射
線事故を起こし、 年に永久閉鎖された（第 章参照）。この
施設の生産能力は最大 年とされていたが、 ～ 年
の年平均生産量は 、最大能力の約 ％にとどまった。生
産量が伸び悩んだ一因として、「グローブボックスの中でのやり
にくい修理作業」や「加工区域で起きるプルトニウム汚染の除去
に多大の時間を要した」など、プルトニウムの毒性からくる煩雑



さが挙げられる。プルトニウムの核兵器リスクにともない、欧州
原子力共同体（ ）の保障措置査察による障碍や、輸送
時の安全保障をめぐる国内の論争も生産の足を引っ張った。
年、グローブボックスの事故により作業員 名が汚染されたこと
をきっかけに国民の反発が高まり、工場は永久閉鎖された。論争
の高まりの中で、ほぼ完成していた後継のハナウ 工場も 年
に中止に追い込まれた。
 ベルギーのデッセル市にあるベルゴニュークリア社が経営する
工場は比較的成功した例だったが、効率の悪さや競争、

需要の世界的下落により早期閉鎖された（第 章参照）。この工
場の生産能力は 燃料棒で 年で、隣接するフランス
＝ベルギー燃料製造会社（ ）所有の施設で燃料集合体に成
形していた。 工場は ～ 年に 燃料棒約 トン、
年平均 年（生産能力の ％）を生産した。しかし、
工場は、主にプルトニウム健康影響対策により極めてコスト高だ
った。とくに 需要が減少する中で、より効率的なフランスの

工場に太刀打ちできなくなり、結局は閉鎖に追い込まれ
ることになった。つまり 工場は、プルトニウム燃料の危険性と
不人気から来る経済的理由により閉鎖されたことになる。一方、
隣接する 工場は、 年代半ばに 燃料棒の破損事故が
起き、除染に多大の費用が掛かったことと、 燃料集合体専用
の附属施設の新設に多額の費用を要したことから、閉鎖されるこ
とになった。
 フランスは順次 つの施設を建設し、熱中性子炉用 の製造
に成功したが、経済上・安全上の難題に直面している（第 章参
照）。商業的製造は 年にカダラッシュの 工場で始まっ
た。生産能力は 燃料棒で から に順次増強
され、これをベルギーとフランスの工場で燃料集合体に成形した。
フランスの安全機関は 年、地震による危険性があるとして、

工場の稼働を「 年以後の早い時期に」停止するよう命
じ、同工場は 年に停止した。危険には、地震によりプルトニ
ウム火災や臨界事故などの放射能放出が起き得ることが含まれて
いた。このように、この 工場の早期閉鎖も、プルトニウムの
安全性と核兵器リスクが少なくともその理由の一部だったといえ
る。

 今日までに最も成功した熱中性子炉用 製造工場であり、現
在も稼働している唯一の商業施設はフランスの 工場であ
る。この工場の設計生産能力は最大 年だが、これまで

年を超える認可を受けたことはなく、実際の生産量も
これよりはるかに少ない。 の ～ 年の 年間の平均
生産量は 年未満と、当初の設計能力の半分以下だっ
た。この生産量の低迷の理由としては、主に国外需要の急激な減
少（ 年以降ドイツからの需要はなくなり、近年のオランダと
日本からの需要は約 年にとどまっている）と、国内の
電気事業者が高コストを理由に 利用を拒否したことが挙げら
れる。 年には「技術的な生産障害」が報告されているが、そ
れが の生産量がさらに に減った理由かもしれな
い。

熱熱中性子原子炉での 燃料利用
熱中性子炉で商業的に 燃料利用を行なっている カ国は、い
ずれも 燃料価格が従来のウラン燃料の何倍にものぼっている。
主な原因は燃料製造コストの上昇で、とくにプルトニウムの健康
影響に起因するものだが、これ以外にも 回の作業で扱える量が
少ない、 種類の酸化物を均一に混合することが難しい、輸送安
全保障の増強などの要因もある。コストへの影響が最も大きかっ
たのは燃料棒加工事業だ。こうした対策を指揮したベルギーの業
界関係者によるある記事は「 燃料の場合、このグループの事
業コストは一般にウラン燃料の ～ 倍にのぼる」 としている。
 もうひとつの大きい出費は、ウラン使用済燃料の再処理により

の主原料であるプルトニウムを得る事業だが 、それがどの
ように 燃料コストに反映されるかは会計処理の仕方によって
変わってくる。この業界では通常、再処理を廃棄物管理の一環と
見做しているため、再処理の結果得られる分離プルトニウムは新
たな燃料製造に使える無料の材料とされる。事実、原子力業界で
はプルトニウムが実際にママイナスの実質価値をもっているため、
プルトニウムの所有者がそれを他の誰かに引取ってもらうさいに
は高額の引取料を支払うことになっている（第 章参照）。この
現象は つの要素から説明される。ひとつは、製造コストが高い
こともあって現在 燃料への市場の需要が皆無であること。



つ目は、未照射のプルトニウムを廃棄物として処分するというも
うひとつの処理方法も、この物質の毒性と安全保障上のリスク故
に高価であるという点である 。 のもうひとつの主材料とし
て通常使われる劣化ウランは、ウラン濃縮の廃棄物として豊富に
存在し、それ故に価格は低い。このため、原子力業界では、ウラ
ン燃料（天然ウランと濃縮ウラン）がかなりコスト高なのに対し
て、 燃料の材料である重金属は実質的に無料と見られている
のである。再処理による高額なプルトニウム取得費用がこのよう
な形で無視されている以上、価格上のハンデが 燃料に及ぼす
重圧は 加工段階ほどではないことになる。
 それにもかかわらず、 燃料は、それが利用されたすべての
国で、ウラン燃料よりはるかに高価になっている。報道によれば、
近年日本の電気事業者が支払っている輸入 燃料の価格は、同
等のウラン燃料の少なくとも 倍にのぼっているという 。日本の
原子力委員会は、日本が自国の燃料サイクル施設を計画通りに推
進すれば、熱中性子炉用 燃料のコストはさらに高くなり、ウ
ラン燃料の 倍になるとしている 。ベルギーで 年に業界が
行なった調査では、材料費を では無視しウランでは含めた場
合でも、 燃料の製造コストはウラン燃料の少なくとも 倍に
のぼることが明らかになっている 。ドイツでは、政府、業界、
市民社会のいずれの立場の専門家による調査でも、 燃料の製
造費がウラン燃料の ～ 倍にのぼることがわかっている 。オラ
ンダで 年に提出された 燃料の商業利用の事業認可申請
では、 加工コストをウランの 倍としている 。 年に英
国エネルギー省が行った熱中性子炉用燃料の加工コストの推計で
は、 をウランの 倍としている 。スイスでは、電気事業者
は歴史的に 燃料価格（物価調整後の価格）としてウラン燃料
価格（現在価格）の約 倍を支払っている 。
 フランスでは、規模の経済が働いているものの、業界関係者な
どの話 によると、 工場の稼働が生産能力を大幅に下回っ
ていることもあって、 燃料加工コストはウラン燃料の ～
倍にのぼっているという 。 年のフランス政府の報告書は、
再処理によるプルトニウムの取得費を含む 燃料の総製造コス
トはウラン燃料の 倍としている 。近年、再処理工場でも、

製造工場でも生産量が減少しており、そのため生産単価が上

昇していることから、 燃料加工コストのこのハンデは増大し
ていると思われる。
 推進派は、原子力発電所のコストの大部分を占めるのは建
設費なのだから、こうした追加費用は原子力発電の総コストにほ
とんど影響しないと見ている 。建設費の償却終了前の段階では、
ウラン燃料の初期費用はエネルギー生産コスト全体の ～ ％に
すぎないと見られている。 燃料が導入されると、ふつう炉心
のウラン燃料の約 分の が で置き換えられる。 燃料価
格がウラン燃料の 倍とすると、 導入により初期燃料費は
％増加するが、総費用は ～ ％しか増加しない。しかも、

規制料金の下では、歴史的にこうした費用は電気料金に転嫁され
ていたので、電気事業者の負担は皆無だった。
 しかし、 燃料によるこの追加費用は、とくに電力市場の自
由化が進む現在、原子力発電所建設費の償却終了後はるかに重み
を増すことになる。発電所の償却が完了すると、ウランを燃料と
する炉心のコストが総コストの約 ％まで上昇することもある。

が炉心の 分の 装荷され、その価格がウラン燃料の 倍とす
ると、総エネルギー生産コストは劇的に（ ％）上昇する。自由
化市場の下で需要家は選択肢があるため、このようなコスト増を
黙って受け入れる必要はない。このため、電気事業者は利益の減
少や赤字に直面することになる。熱中性子炉用 によるプルト
ニウム・リサイクル中止の拡大は、古い発電所の償却終了、そし
て電力市場の自由化と期を一にしてきたのである。
 燃料を導入した電気事業者は、その時点で他の選択肢はほ
ぼないと考えていた。だが、 に対しては、コストや安全性、
稼働上の難題、認可取得、そして長期的にはウラン使用済燃料よ
りもはるかに多くの熱と放射能を放出する 使用済燃料の処分
などの面で懸念も抱いていた。電気事業者が 年代に 導
入の決定をした当時は、一般に使用済燃料を暫定貯蔵するための
国の法規や設備が整備されていなかったため、原子炉の早期停止
の危険を避ける唯一の方法は再処理しかないとされた。再処理を
してプルトニウムを分離した後は、それをリサイクルする現実的
な道は しかないと見られるようになった。多くの原子力事業
者が、不安を抱きつつも 燃料に走らざるを得なかった背景に
はこうした事情があったのである。



原原子力以上に物議を醸す
の衰退は、単なる経済現象でもなければ、より広く、世界が

原子力離れしつつあることの現れでもない。使用済燃料のリサイ
クルは、プルトニウムの安全性と核兵器転用の脅威のために、従
来のウラン燃料の貫流（ワンススルー）利用よりも人気がないこ
とはこれまで何度も明らかになっている。ドイツでは、プルトニ
ウム・リサイクルのための国際輸送（とくに再処理のための使用
済燃料の輸出と高レベル廃棄物の輸入）がもたらす環境リスクや
核拡散リスクが注目されるようになった 年代に反核運動が高
揚した。国民の怒りに突き動かされて、 年には、 年以
降の再処理のための使用済燃料の輸出を禁止し、 年までに原
子力の段階的廃止を義務付ける連邦法が制定された（第 章参
照）。本来なら原子力を支えるはずだったプルトニウム・リサイ
クルが、逆に原子力を弱体化させる一因になったことは、皮肉と
いうほかない。
 日本でもプルトニウム・リサイクルは、健康と安全保障の問題
から原子力そのものよりも大きな論争を内外で巻き起こしている
（第 章参照）。 年、日本の反核 は安全性問題を足掛か
りに政府を説得して、高浜 号機向け 燃料輸入を拒否し、返
還させることに成功した。だが、その時点で同発電所を閉鎖させ
るまでには至らず、また 年の福島原発事故後の再稼働を止め
ることもできなかった。 年、新潟県の有権者は、柏崎刈羽原
子力発電所 号機のウラン燃料による可動継続は承認しつつも、
やはり主として安全上の理由から 燃料利用は阻止した。同じ

年に、福島県知事も、安全上の懸念から福島第一原子力発電
所での 利用同意を取り下げている。プルトニウム・リサイク
ルに対するこれら つの下からの反乱は、日本での 商業利用
の開始を 年遅らせることになったが、これにより日本のプルト
ニウム保存量はさらに増大し、現在 トン以上に膨れ上がってい
る。中国、韓国、北朝鮮などの近隣諸国は、 発以上の核兵
器を生み出せるこのプルトニウム蓄積に強い安全保障上の懸念を
表明している 。つまり、日本の 推進は、国内的にも国際的
にも、原子力計画を進める上で障害となっているのである。
 他の国々でも、プルトニウム・リサイクルは従来の原子力以上

に論争の種になっている。スイスでは、 年の国民投票で再処
理のための使用済燃料の輸出を暫定的に禁止するモラトリアムが
成立し、 年に発効したが、スイスの有権者は原子力発電所の
閉鎖に対しては繰り返し反対してきた（ただし、福島原発事故後
の変化により、 年の国民投票で原子力発電を 年までに
段階的に廃止することが決まっている：第 章参照）。ベルギー
では、 年代に がプルトニウムによる核拡散と核テロ、
環境リスクに焦点を当てた反核キャンペーンを展開した。 年、
ベルギー政府は新たな再処理契約を暫定的に禁止するモラトリア
ムと 燃料の再検討を余儀なくされ、 年には既存の再処
理契約がすべて終了するに至った（第 章参照）。ベルギーの副
首相は 年、「経済と環境の側面に関して現在得られている情
報に基づけば、今後も再処理技術を使うことに正当性はない」と
説明している 。その数年後の 年、ベルギー政府は、原子力
発電を段階的に廃止し、 年までに全廃することを決めた。
 これまでのところ国民からの決定的な反対に遭わずに熱中性子
炉でのプルトニウム・リサイクルを進めることができている国は
フランスとオランダの カ国でのみである。フランスでは、産業
界と政府の強力な結びつきにより、グリーンピースや緑の党によ
る再処理の環境リスクやプルトニウム輸送の安全保障リスクの主
張をすり抜けてきた（第 章参照） 。オランダでは、唯一の発電
用原子炉と廃棄物処理施設が南西部のベルギーとの国境沿いにあ
り、そこがフランスの再処理工場と 工場とを結ぶ輸送ルート
になっていることから、プルトニウム・リサイクルのための輸出
入の影響を受けるオランダ住民は少ない。また、オランダの原子
力事業者は、 年間に及ぶ 利用計画全体を規定する単一の
契約を交わしており、それが国内の反核 や政治家が、他の
国々で功を奏したような契約変更に向けた反対運動を起こす道を
塞いできた。フランスとオランダの経験は、プルトニウム・リサ
イクルは、それが強力な国内の利害に裏打ちされているか、国民
の監視の眼から護られている場合には、政治的に成功する可能性
が高くなることを示唆している。

安安全保障上のリスク
本書はまた、未使用の 燃料に含まれるプルトニウムが核兵器



の製造に使われる可能性があるという物理的安全性の妥当性につ
いて、深刻な懸念を提起している。原子力発電所で取られている
安全保障体制には秘密の部分もあるが、われわれが行なった事例
調査では、原子力発電所の物理的防護体制は、 燃料導入後も
著しく強化されたわけではないことが分かった。電気事業者は、
燃料供給の中断に備えて未使用のウラン燃料の予備を保管する場
合があるが、 燃料については納入後すぐに原子炉内に装荷す
ることで未使用の の保管期間をできるだけ短縮するようにし
ている。原子力発電所の運転者も、放射能がウランよりも強いプ
ルトニウムに対応するために運転員の安全手順を改訂しているほ
か、国ごとのバラツキが生じないよう未使用の に対しては未
使用または使用済ウラン燃料よりも頻繁な監視と査察を行なうと
している国際安全保障措置の基準も遵守している。また、運転責
任者のなかには、未使用の 燃料にプルトニウムが含まれるこ
とから、未使用ウラン燃料よりも厳しい、プルトニウムも含んで
いる使用済ウラン燃料なみの防護措置を取っているものもある。
 こうした対策のなかで、テロリストや犯罪者からの脅威に適切
に対処できるているものはひとつもない。未使用の には、盗
難や処理工程によって兵器用プルトニウムを取得するさいの妨げ
になる高い放射性がないため、使用済ウラン燃料よりもはるかに
大きな準国家レベルの安全保障リスクをもたらす。原子力発電所
の運転者や政府高官は、未使用の 燃料集合体の質量が大きい
こと（数百キログラム）や、原子炉の貯蔵プールや地下倉庫に貯
蔵することで、盗難を十分防止できると考えているようで、この
未照射プルトニウムを核兵器に転用可能な物質として防護してい
るようには見えない。だが、プルトニウムはまぎれもなく兵器転
用可能な物質であり、ひとたび連携テロ攻撃が発生すれば甚大な
事態に至る恐れがある。
 何百キロメートルという長距離におよぶことも多い未使用
燃料の地上輸送では安全保障対策が増強されている。しかしなが
ら、こうした対策は通常、装甲トラックを用い、少数の国家警察
車両を配備して、中央司令部と無線で 交信しながら護衛するとい
う形にとどまっている。テロリストがこれまで用いてきたような
武器（成形爆薬、徹甲弾、ロケット推進手榴弾など）で攻撃して
きた場合、こうした形の輸送では侵犯や盗難を受けやすい可能性

がある。輸送車両が予測可能な決まった経路を取り、狭隘路や駐
停車地点など理想的な攻撃の機会を提供するような場所を通過す
る場合、この脆弱性はさらに高まる 。加圧水型原子炉用の
燃料集合体は、一体で通常 キログラム以上、少なくとも核兵器
個分のプルトニウムを含んでいる。しかも、 回の 輸送で
原子炉装荷に必要な十数体かそれ以上の 集合体が運ばれるこ
ともあり、フランスではそうした輸送が毎週行なわれている。最
近 燃料の統合製造施設が開発されるまでは、 燃料棒を
別の工場まで運び、そこで燃料集合体に成形するという、もうひ
とつの脆弱性が存在した（第 章、第 章参照）。
 フランスではさらに危険なことに、再処理工場で分離された酸
化プルトニウムを 加工施設に輸送することも行なわれている
（ 回で最高プルトニウム キログラム、核兵器二十数発分を輸
送） 。こうした出荷が週 回発生し、 キロメートル以上の
距離を運ばれている。フランスの再処理工場や 製造工場には
それぞれ核兵器数百～数千発分の分離プルトニウムがトン単位で
保管されており、ここでも安全保障対策が問題になっている。核
燃料サイクル会社オラノの取締役社長は、 年に、同社の安全
保障支出を倍増したとしても、フランスの電気料金の上昇はせい
ぜい ％ほどにとどまると証言している 。テロリストによる核
兵器に使用可能なプルトニウムの盗難がもたらし得る事態の甚大
さを考えれば、こうした安全保障投資の増強は賢明な判断と見な
されるだろう。
 驚くべきことに、外国の政府高官や業界関係者のなかには、原
子力級プルトニウムは核兵器に転用できないと、何十年も前に瓦
解している神話をいまだに主張している向きもある。日本の今井
隆吉前国連軍縮会議大使は、 年に「原子炉級プルトニウムは
［ ］原爆製造には極めて向かない」と宣言した 。ベルギーの
高官も同様の感情表明を行なっている（第 章を参照）。フラン
スでは、 年 月の政府報告書が「 燃料でプルトニウム
を利用することにより［ ］残存プルトニウムの同位体組成を著
しく劣化させることができるため、この技術は核拡散につながら
ない」と述べている 。
 こうした主張は、熱中性子による核分裂に依存しているために
特定のプルトニウム同位体しか連鎖反応を持続できない軽水炉と、



高速中性子に依存するため、すべてのプルトニウム同位体が連鎖
反応を持続できる核兵器とを混同しているものと思われる。どの
ような同位体組成の原子炉級プルトニウムを使おうと、信頼性の
ある核兵器を作ることは可能なのであり、そのことは政府の専門
家や独立系専門家が繰り返し文書で論証している 。こうしたプ
ルトニウムでも臨界量は依然小さい。熱の増加は、熱伝導で除去
するか、ピットの挿入を遅らせる、または浮上型コアや耐熱性の
爆縮材を用いることで処理できる。また早期爆発は、集合を早め
るかトリチウムの添加によって対応できる。スイスでの聞き取り
調査では、政府と軍が使用済燃料のリサイクルを核兵器保有への
選択肢を確保する一助として支持していることを明かすことで、
原子炉級プルトニウムがもたらすこのリスクを、身分保持のため
暗黙の形で認める発言があった（第 章参照）。

東東アジアとその彼方への教訓
本書は、少なくとも つのグループの国向けに教訓を提供してい
る。最初のグループは、熱中性子炉で 燃料の商業利用を長期
間継続する計画をもっている つの国、フランスと日本である。
つ目のグループは、熱中性子炉での 燃料の大規模な利用開始
を検討している つの国、中国、英国、米国である（米国の場合
は、もともと核兵器用に製造されたプルトニウムの処分が目的）。
つ目は、高速炉や乾式再処理などの代替技術（プルトニウムの
毒性や兵器転用の可能性、付随費用の面で熱中性子炉での 利
用と同様の懸念を引き起こす可能性がある）によって使用済燃料
のリサイクルを進めている国、インド、韓国、ロシア、中国など
である。
 第 の教訓は、使用済核燃料をエネルギーを目的にリサイクル
することは、核燃料サイクル施設におけるプルトニウムの安全面
と衛生面での脅威に対処するためのコストが高いため、極めて高
価になるということだ。第 に、プルトニウムをリサイクルする
ことの表面的な利益（エネルギー安全保障と廃棄物管理）は、そ
れを最大限評価したとしても、こうした莫大な費用を補うにはあ
まりにも副次的である。最近の信頼に足る諸研究 によると、こ
のことは熱中性子炉での 利用だけでなく高速炉などの代替技
術にも当てはまる。第 に、使用済燃料のリサイクルで取られて

いる安全対策は、原子炉級プルトニウムが核兵器に転用可能性で
あることや、テロリスト集団が核兵器を取得し使用することを目
標にすると公言していること、こうした集団が のような精妙
な攻撃を実行する能力をもっていることはすでに実証済みである
ことなど、多くの懸念材料に対して不十分である。第 に、世界
の豊富なウラン供給と濃縮能力を考えれば、使用済燃料のリサイ
クルは原子力の持続的かつ効率的な生産には不必要である。した
がって、プルトニウム・リサイクルがもつ深刻な経済上、安全上、
安全保障上のリスクを負担することには正当性がない。第 に、
高コストとそれに見合う利益がないにもかかわらずプルトニウム
燃料を追求し続けている国は、他国から国際的な平和と安全を揺
るがすような動機を隠しているのではないかと疑われかねない。
 以上の教訓から、上記 つの国グループそれぞれに向けた提言
が導かれる。不経済かつ危険な熱中性子炉での 利用を継続す
る計画をもつフランスと日本は、国内の政治状況が許す限り早急
に 利用の段階的廃止を行なうべきである。フランスには、政
府と産業界のなかにプルトニウム推進を望む強力かつ根強い利害
が存在する。とはいえ、国の電力会社は、プルトニウムのリサイ
クルが電力コストを押し上げていることを認識している。分離プ
ルトニウム、再処理能力、 加工能力、 利用可能な原子
炉という つの必要条件が国内で過剰になっているにもかかわら
ず、 燃料の利用を増やしてこなかった理由もそこにある。た
とえフランスが安全上と安全保障上の懸念によって自らの 計
画を再評価せざるを得なくなることはないとしても、行くゆくは
経済的重圧によってそうせざるを得なくなることが考えられる。
 日本のプルトニウム推進勢力はフランスほど強力ではないが、
それは日本ではまだ商業用再処理施設も 加工施設も稼働開始
に至っていないためだ。むしろ、リサイクル推進を求める最大の
圧力は、使用済核燃料で身動きできなくなるのを恐れる地元の地
域（原子力発電所や未稼働の再処理工場と 工場の隣接自治体）
から来ているのかもしれない。この懸念に対処するためには、日
本政府は使用済燃料のドライキャスク貯蔵の拡大に投資すべきで
あり、同時にこの技術の安全性と信頼性を地元に説明するととも
に、地層処分場の完成まで廃棄物の暫定貯蔵場所を提供する自治
体に対して補償金を交付すべきである。政府はまた、潤沢にある



再処理基金（電気事業者からの負担金を核廃棄物管理に充ててい
る）の一部を、英国に保管されている トンのプルトニウムの所
有権を英国が引き取り、日本の保有量を半分に減らすために充て
るべきである。日本の国内プルトニウムの大部分は現在日本の原
子力発電所では使えない形態である以上、政府は米国と協力して
これを廃棄物として処分すべきである（米国はこれと類似の処分
計画をもっている） 。日本が保有しているこれ以外のプルトニ
ウム（国内 トン、フランス トン）については、 と廃棄
物の組み合わせとして比較的迅速に処分すべきである。そうする
ことで、日本は現在抱えているプルトニウム在庫をわずか 年で
解消できるはずだ 。
 熱中性子炉での大規模な 利用の開始を検討している カ国
（中国、英国、米国）は、この選択肢が不経済かつ不必要である
ことを認めるべきである。米国政府は、 加工工場を費用高騰
により建設半ばで中止し、数十億ドルを無駄にした末にこうした
決定に至ったと見られ、余剰兵器のプルトニウムは廃棄物として
処分することを計画している 。英国は半世紀以上にわたって使
用済燃料を再処理してきたが、経済性などの理由から再処理で得
られたプルトニウムを原子力発電所で商業的にリサイクルしたこ
とは一度もない（第 章参照）。その結果、英国は、国内に ト
ンという、核兵器用プルトニウム トンに比べて桁違いに多い
民生用分離プルトニウムを抱えるに至った。政府は、このプルト
ニウムを 燃料の形でリサイクルする方針を公式には変えてい
ないが、英国内には 加工施設も 利用を認可された原子
炉も存在しない。英国はこの虚構に見切りをつけ、このプルトニ
ウムを廃棄物として処分すべきである 。中国は、分離プルトニ
ウムの余剰がまだ発生していないことから、 カ国のなかで最も
いい立場にあるが、国内に再処理工場と 加工工場を建設する
交渉をオラノ社と進めている。中国は西側の工業化を模倣し成功
してきたが、熱中性子炉用 が西側で高価かつ危険な失態を重
ねてきたことを考えると、ここで先蹤を踏むことは推奨しかねる。
 最後に、インド、韓国、ロシア、中国などその他の国は、代替
技術を用いてエネルギー目的のプルトニウム・リサイクルを追求
している。理論上、高速原子炉はその燃料中のプルトニウムなど
アクチニドをより多く消費することができ、そのことで高レベル

廃棄物の長期にわたる熱と放射能を減らすことができる。乾式再
処理は、純粋なプルトニウムの分離を避けることができ、それ故
（従来の再処理に比べれば）閉じた核燃料サイクルがもつ核テロ
のリスクを幾分軽減する可能性がある。しかし、これまでの研究
で、こうした長所は甚だ誇張されたものであることが分かってい
る 。使用済燃料のリサイクルを目指す努力を阻んできた安全性、
核兵器、コストという、プルトニウムのもつ つの根本的リスク
がこうした技術で克服できるわけではないのである。したがって、
これらの国が自らの代替技術を追求するさいには、中性子炉用

をめぐる国際的な経験を検証し、なぜそれが失敗したかを理
解することが称揚される。そうすることで、これまで試みたほぼ
全ての国で技術的にも経済的にも失敗した高速炉の商業化という
ハードルに加えて、現在提案されているエネルギー目的のプルト
ニウム・リサイクルという路線が同じような難題に直面するであ
ろうことに気づくことができるかもしれない 。
 プルトニウム抽出を目的とした使用済核燃料の再処理は、核兵
器を製造するには優れた方法である。だが、本書で詳述している
これまでの歴史は、それが発電のためには非効率で危険かつ不要
な方法であることを示している。使用済燃料リサイクルの安全性
と安全保障、経済性に大幅な改善が見られない限り、「プルトニ
ウムのエネルギー利用は有効か？」という本書が提起する問いへ
の答えは、明確に である。



文文末注

個別の国の計画については既存の有益な記事や論文があり、本書でも個別
事例を扱う各章で引用している。また、国ごとの短い比較研究として、少
なくとも次の 件がある：

および

。 年代に日本の が の安全性・安全保障・経済性を
評価しているが、国別の比較という枠組みで行なわれたものではない。高
木仁三郎・他『 （プルトニウム燃料）総合評価 （国際 燃料
評価）プロジェクト最終報告』（七つ森書館 年：英語版は

）を参照。こ
の時期以降のより短い批判的分析としては次の文献がある：

この米国の政策は、 年にインドが「平和的核爆発」を実施し、建前は
平和利用の使用済燃料からプルトニウムを分離して核兵器が作れることを
実証したことに対する対応策である。この政策では、米国由来または米国
の技術を土台にした原子炉で照射された使用済燃料であるという理由で米
国の同意権の対象となっている使用済燃料の再処理について、その許可を
撤回すると脅迫することにより強制力をもたせる手段が採られた。

燃料では、これらの事業が製造
コストの大半を占めている。これに対して低濃縮ウラン燃料では、こうし
た事業のコストは、燃料棒や燃料集合体用の部材、 から への転換、
工学的・経済的準備、工場への往復輸送を含めても、製造コスト全体の
割程度にすぎない。製造コストには重金属の投入は含まれない。

米国の「希釈処分」計画のコストは、 年にプルトニウム あたり約
万ドルと推計されている。極めて高価だが、プルトニウム あたり
万ドル以上と推計される 燃料による処分コストの 分の 以下であ

る。

ヨーロッパでは、プルトニウム
の負の市場価格は あたり数万ドルである（第 章参照）。

第 章参照。

第 章参照。

第 章参照。

第 章参照。

第 章参照。匿名希望の元原子力運転責任事業者職員の発言（
）。この結果、スイスの電力事業者は、

燃料の製造料をできるだけ減らそうと、プルトニウムを天然ウランで
はなく劣化ウランと混合し、それを購入する契約を行なった。

第 章参照。

。次の内容を分析している：

コスト全体の約 分の と推計。次を参照：



によると、同氏は主要な論拠
として核拡散の懸念を挙げている。

回の輸送でプルトニウム が運ばれる（第 章参照）。

。以下の記述が
ある：

過去の懐疑論者は、使用済 燃料
からの分離プルトニウムで信頼性のある核兵器を製造するさいの潜在的困
難性を強調していた。以下を参照：

世界の民生用分
離プルトニウムのなかで使用済 由来のものは約 パーセントにすぎな
い。

両国はすでに「米・日プルトニウム管理専門家グ
ループ」（ ）として知られる二国間メカニズムをつくり、こうした
技術協力を促進している。次参照：

. 
, 

.

こうした処分方法は、英
国、フランス、日本、米国などが参加する国際プルトニウム管理円卓会議
（IPMR）のような既存の多国間協議の下で行なう国際技術協力によって
促進することができるだろう。次を参照：

ロシアは例外だが、ロシアで最も順調な高速炉であるBN-600でも1980
～97年に蒸気発生器でナトリウム火災が14回起きている。次を参照：


